
 (仮称)大阪市国民保護計画(素案)のポイント 

 

 

 
 
○ 法令、国の基本指針、大阪府国民保護計画を基本 

⇒ 計画は、法令、基本指針及び府計画に基づき、保護措置等の実施に関する基本的枠組みを規定 

具体的な実施手順などは、別途、「実施マニュアル(仮称)」を作成 

○ 市の地域特性に留意し、実効性を確保 

⇒ 市で特に想定される事態を踏まえ、初動体制の迅速な確立と被災現地での円滑な活動を重視 

○ 関係機関や市民との連携・協働 

⇒ 自助、共助、公助という３つの力を連携させることにより、地域における対応力を強化 

 

 

 

 

 

 

 計画の名称  
  
○「（仮称）大阪市国民保護計画」とする 
  
 計画の構成  
 
○ 第１編「総論」、第２編「武力攻撃事態等への対処」、第３編「平素の備え」、第４編「復旧等」の

４編で構成 

○「緊急対処事態への対処」に関する規定を「第１編 総論」内に置く 
 
 計画の対象  
 
○ 市域に居住する者・滞在する者・避難してきた者すべてを、国籍を問わず保護の対象とする（それ

らの者を「市民」という） 
 
 基本方針  
 
○ 基本的人権の尊重、市民の権利利益の迅速な救済、市民に対する情報提供、関係機関との連携、

市民の協力、指定（地方）公共機関の自主性の尊重、高齢者・障害者・外国人等への配慮、国際

人道法の的確な実施、従事者等の安全の確保、防災等の取組みの活用 を基本方針として明記 
 
 対象とする事態  
 
○ 府計画で想定されている事態（武力攻撃事態の４類型と緊急対処事態）を対象としつつ、特に、

ゲリラ・特殊部隊による攻撃や緊急対処事態に留意 
 
 実施体制の確立  
 
○ 突発的に原因不明の事案が発生した場合、迅速かつ的確に初動対処できるよう危機事態連絡調整会

議の開催、災害対策本部や危機事態対策本部の設置など、事態認定前における対応を明確化 

○ 市対策本部、区対策本部を設置するほか、被災現地での関係機関の活動を円滑に調整する必要があ

るときは、現地調整所を設置 
 
 避難・救援  
 
○ 高齢者・障害者・外国人等の要援護者に配慮することとし、特に、移動や情報伝達など配慮すべ

き課題に応じて記述 

○ 救援の実施に関し特に配慮すべき点などを具体に明示 

○ 自助・共助を求めるところを具体的に記述 

○ 市が収集した安否情報を一元的に整理するとともに、市民からの照会窓口を設置し周知を図る 

 

素案の策定方針 

素案の要点 
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